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１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 1,342,035 4.3 85,941 0.1 92,349 5.0

12年  3月期 1,286,703 1.4 85,886 23.4 87,976 12.8

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 33,409 △ 14.4 43.99 43.45 3.6 6.3 6.9

12年  3月期 39,034 28.0 51.40 50.47 4.3 6.1 6.8

(注)①持分法投資損益 13年  3月期              128 百万円          12年  3月期               17 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期   759,478,342 株　　　12年  3月期   759,477,068 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 1,489,871 939,441 63.1 1,236.96

12年  3月期 1,451,700 925,646 63.8 1,218.79

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期   759,478,209 株　　　12年  3月期   759,479,210 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 116,728 △ 118,560 △ 29,643 157,078

12年  3月期 122,809 △ 110,086 △ 16,651 187,321

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  51　社     持分法適用非連結子会社数　   -  　社     持分法適用関連会社数　9　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）2　社     （除外）0　社         持分法（新規）0　社     （除外）　2　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 680,000 43,500 19,000

通　　期 1,410,000 93,500 43,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     56 円 62 銭 



( )

１．企１．企１．企１．企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況
当社グループは、当社及び子会社１１１社、関連会社９社で構成され、主として印刷事業及び清涼

飲料製造事業を行っております。

当社グループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。

【印 刷 事 業】

印刷及びその関連品目は、情報メディア（教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告

宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カード類、事務用機器及びシステム、店舗及び広告宣伝媒体の

企画、設計、施工、監理など）、生活構材（容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装

資材など）、情報電子部材（電子精密部品、情報記録材など）に大別されます。

　　当事業においては、企画・制作・組版・製版・印刷・製本及び加工とこれらに関連する付帯事業の

ほか、印刷用材料・機器に係る事業活動を行っております。

　これらは、当社を中心として工程別・地域別に設けられた子会社等が、相互に連携しつつ１つの生産

体制を形成して製造に当っており、販売は大部分を当社が担当しております。

　［主な関係会社］

　　工　程　別

　　　（一 貫 製 造      ）　㈱アイ・エム・エス大日本、㈱エフ・ディー・ピー大日本、大日本印刷建材㈱、

大日本印刷テクノパック㈱、大日本印刷テクノパック関西㈱、大日本印刷

テクノパック横浜㈱、大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱、大日本印刷

プレシジョンデバイス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ、㈱ディー・

エヌ・ピー・メディアクリエイト関西、ディー・ティー・ファインエレクトロ

ニクス㈱

　企画・制作      　　大日本アート㈱、㈱大日本トータルプロセス市谷、㈱大日本トータルプロセス

組版・製版      　　ビーエフ、大日本ユニプロセス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム、

　　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト

（印　　　　刷）　大日本オフセット㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ、㈱マルチプリント

（製　　　　本）　大日本製本㈱、㈱大日本テクタス市谷

（加　　　　工）　㈱エスピー大日本、相模容器㈱、大日本カップ㈱、大日本樹脂㈱、大日本包装

㈱、大日本ポリマー㈱、大日本エリオ㈱

（関連付帯事業）　㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス、大日本開発㈱、大日本倉庫㈱、㈱ダ

イレック、㈱ディー・エヌ・ピー・ファシリティサービス
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地 域 別      

　（国内一貫製造）　北海道大日本印刷㈱、東北大日本印刷㈱、東海大日本印刷㈱、四国大日本印刷

㈱、九州大日本印刷㈱

　（海外製造・販売）　ダイニッポン・アイ・エム・エス（アメリカ）コーポレーション、ダイニッポ

ン・プリンティング・カンパニー（ホンコン）リミテッド、ディー・エヌ・

ピー（アメリカ）インコーポレーテッド、ディー・エヌ・ピー・デンマーク・

エー・エス、テン・ワ・プレス（プライベート）リミテッド、ピー・ティー・

ダイニッポン・プリンティング・インドネシア

そ の 他      　　　　ザ・インクテック㈱（印刷インキの製造・販売）

　　　　　　　　　大日本商事㈱（印刷用紙・印刷関連機械の仕入・販売）

　　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ケー（印刷関連機械の製造・販売）

　　　　　　　　　ディー・エヌ・ピー・コーポレーション・ユー・エス・エー（事業会社への投資）

　　　　　　　　　ディー・エヌ・ピー・ホールディング（ユー・エス・エー）コーポレーション

（事業会社への投資）

【清涼飲料製造事業】

　　清涼飲料製造事業として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・

販売しております。

　　なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。

－２－



製品 製品製品製品・役務

製品

製品

製品

製品

役務等

原材料・機械等

製品

製品

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

［印　刷　事　業］ ［清涼飲料製造事業］

顧　　　　客

大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱

（製造・販売）

一貫製造

㈱アイ・エム・エス大日本
㈱エフ・ディー・ピー大日本
大 日 本 印 刷 建 材 ㈱
大日本印刷テクノパック㈱
大日本印刷テクノパック関西㈱
大日本印刷テクノパック横浜㈱
大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱
大日本印刷プレシジョンデバイス㈱
㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ
㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト関西
ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱
北 海 道 大 日 本 印 刷 ㈱
東 　 北 大 日 本 印 刷 ㈱
東 　 海 大 日 本 印 刷 ㈱
四 　 国 大 日 本 印 刷 ㈱
九 　 州 大 日 本 印 刷 ㈱

　　　　　（製　造）

ﾀﾞｲﾆｯﾎﾟﾝ IMS(ｱﾒﾘｶ)Corp.
DNP  Co .( ﾎﾝｺ ﾝ)L td .
ディー・エヌ・ピー（アメリカ）ＩＮＣ．
ディー・エヌ・ピー（デンマーク）Ａ／Ｓ
テン・ワ・プレス（Ｐｔｅ.）Ｌｔｄ．
Ｐ．Ｔ．ＤＮＰ（インドネシア）

（製造･販売）

北海道コカ･コーラ
ボトリング㈱       

（製造・販売）

企画・制作・組版・製版

大 日 本 ア ー ト ㈱         　　　　　　　　㈱大日本トータルプロセス市谷
㈱大日本トータルプロセスビーエフ　大日本ユニプロセス㈱
㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム
㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト                     　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

印　　刷

大日本オフセット㈱　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ
㈱マルチプリント         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

製　　本

大 日 本 製 本 ㈱         　　　　　　　　㈱大日本テクタス市谷
（製　造）

加　　工

㈱エスピー大日本         　　　　　　　　相 模 容 器 ㈱         
大 日 本 カ ッ プ㈱         　　　　　　　　大 日 本 樹 脂 ㈱         
大 日 本 包 装 ㈱         　　　　　　　　大日本ポリマー㈱         
大日本エリオ㈱        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

関連付帯事業

㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス　大 日 本 開 発 ㈱         
大 日 本 倉 庫 ㈱         　　　　　　　　 　㈱ ダ イ レ ッ ク         
㈱ディー・エヌ・ピー・ファシリティサービス　　　　　　　 （役務提供・販売）

そ　の　他

ザ・インクテック㈱          （インキ製造・販売）　大日本商事㈱        （紙・その他の販売）
㈱ディー・エヌ・ケー（印刷機械の製造・販売）
ディー・エヌ・ピー・コーポレーションUSA（事業会社投資）　　　ディー・エヌ・ピー・ホールディングUSA（事業会社投資）

製品

　（注）ＤＮＰ：ダイニッポン・プリンティングの略称

【事 業 系 統 図】
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２．２．２．２．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針                        

（１）会社の経営の基本方針

　　　大日本印刷ならびに大日本印刷グループは、行動憲章に「社会に役立つ優れた技術を開発し、独創

的な製品とサ－ビスの提供をつねに心掛け、社会の繁栄とわれわれが関わる全ての人々の幸福に貢献

し、着実な企業の発展をめざす」と謳っています。

　　　そして、「グローバルな視野に立ち、社会の求める情報の創造と、そのクオリティを高める技術の

開発に努め、新たな情報文化の担い手となる」ことを目指して印刷技術の応用展開を図り、幅広い

領域で事業活動を展開しています。

大日本印刷は、情報メディア、生活構材、情報電子部材の３部門それぞれの特長を活かした事業

戦略に基づく、最適な経営資源の配分を行い、特定の部門のみに偏ることなく、３部門を積極的に

成長させることで安定した経営基盤の確立を図っていきます。そして、グループとしての総合力を

発揮して強い競争力をもつ企業集団を目指しています。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

　　　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けています。利益の配分については、

将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実を図り、経営基盤を強化するとともに、

株主の皆様へ安定配当を行なうことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行してまいります。

　　　内部留保金については、財務体質の強化とあわせて、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる

投資、及び新規事業展開をはかるための設備投資への必要資金に充当いたします。

　　　これらは将来にわたる会社の体質強化と利益の向上に寄与し、株主の皆様への利益の還元に貢献

するものと考えています。

　　　当期の期末配当金につきましては、１株につき９円とさせていただく予定であります。中間配当

金として、９円をお支払いいたしておりますので、当期の年間配当金は、１株につき１８円となり

ます。この結果当期の配当性向は４６．３％となります。

　次期は、中間配当金９円、期末配当金９円とさせていただく予定でありますので、年間配当

金は１８円となります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

　　　印刷業界を取り巻く事業環境は、デジタル化、ネットワーク化、パーソナル化の進展により大きく

変化しています。こうした状況の中、大日本印刷は、２００１年の今年、創業１２５周年を迎えます。

これを機にこれまで推進してきた「事業構造改革」と「コスト構造改革」の一層の徹底を図るととも

に、２１世紀にふさわしい企業としての新たな事業ビジョンを策定して企業変革を図っていきます。

　　　事業構造改革としては、競争力の強化と効率の向上を目指し、今後成長の期待される分野

に経営資源を重点配分していきます。各部門における戦略分野としては、情報メディア部門

では各種メディアの製造を核にネットワーク事業やＩＰＳ事業、そしてこれらを組み合わせ

たトータルソリューション事業があります。生活構材部門ではリサイクルや環境保全に対応
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した各種の環境配慮製品やバリアフリー、ユニバーサルデザインの視点にたった人に優しい

製品の開発などがあります。そして情報電子部材部門ではフォトマスクや液晶カラーフィル

ターなど最先端の技術が求められるエレクトロニクス製品などがあります。

　　　さらに、市場構造の変化に対応して、長年我々が培ってきた情報加工のノウハウを活かして、

他産業、他企業にはない独自の事業開発を推進するとともに、研究開発のスピードと効率を高め、

新規事業の創出に努めていきます。また、他企業とのコラボレーションやアライアンスを機動的に

進め、経営のスピードを高めていきます。

　　　次にコスト構造改革としては、グループを挙げた徹底したコストの低減はもとより、投資効率を

優先した設備投資などキャッシュフローを重視した経営資源の最適な配分を行ない、経営効率を高め

ていきます。

このほか、環境保全活動については、環境委員会を中心に当社独自の環境マネジメントシステム

「エコレポートシステム」による環境保全活動を行っています。９９年からは環境会計を導入し、

環境保全に要した費用とその成果を把握し、実効ある環境保全に努めています。また、国際標準規格

であるＩＳＯ１４０００シリーズの認証取得についても、建材分野の岡山工場と株式会社ディー・

エヌ・ピー・ファシリティサービスが認証取得いたしました。

３．３．３．３．経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績                        

（１）当期及び次期の業績の概況

　　　当期のわが国経済は、企業収益や設備投資など、一部の指標に明るさが見えたものの、個人消費の

低迷や米国経済の減速などの影響から、景気回復のテンポは鈍く、年明け以降は停滞感が強まって

きました。

　　　このような情勢のもと、大日本印刷グループは総力をあげて積極的な営業活動を展開するとともに、

「事業構造改革」「コスト構造改革」の２つの改革に取組み、経営全般にわたる徹底した効率化、合理

化を推進して業績の確保に努めました。

　　　その結果、当期の連結売上高は、１兆３，４２０億円（前期比 4.3％増）、連結経常利益は、９２３

億円（前期比 5.0％増）となりましたが、退職給付会計基準適用による変更時差異の費用処理

（２１４億円）により、連結当期純利益は３３４億円（前期比 14.4％減）となりました。

　　　

　　　印刷事業に関しては、景気回復の遅れや、企業間競争激化による受注単価の下落など、厳しい経営

環境が続きました。

　　　情報メディア部門では、書籍・定期刊行物関連は、出版市場の低迷により不振でしたが、商業印刷

物関連は、ＰＯＰ、プレミアムなどの販促物が好調だったほか、パンフレット、チラシも増加し、

全般に好調でした。ビジネスフォーム関連は、証券類やパーソナルメールなどのＩＰＳが好調に

推移しましたが、事務機器関係やクレジットカードが減少し、全体では前年を下回りました。

　　　生活構材部門では、包装関連は飲料用大型無菌充填システムのほか、シュリンクフィルムなどの

軟包装が好調で、紙器も液体紙容器が増加し、ラーメン・スナック用の紙カップの減少を補い、包装

－５－



全体では順調に推移しました。建材関連は、住宅部材の環境配慮製品への切替が進むなか、住宅需要

の減少と化粧鋼板や輸出製品の不振により前年を下回りました。

　　　情報電子部材部門では、エレクトロニクス関連は、シャドウマスクは低調でしたが、カラーフィル

ター、プロジェクションスクリーン、フォトマスクが大幅に増加し好調に推移しました。情報記録材

関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンが微減となりましたが、カラープリンター用インクリボ

ンは証明写真用などが増加し堅調に推移しました。

　　　その結果、印刷事業の売上高は、１兆２，６８４億円（前期比 4.8％増）となりました。

　　　

　　　一方、清涼飲料製造事業に関しては、業務提携による業界再編の動きが本格化するなか、企業間

競争がさらに激化し、とりわけ北海道では、有珠山噴火や相次ぐ企業倒産による雇用不安などから

需要は低迷し、市場環境はこれまで以上に厳しいものとなりました。

　　　このような中、販売面におきましては、多様化する消費者ニーズに対応した新製品を発売するとと

もに、シドニーオリンピックの公式清涼飲料メーカーとしての各種プロモーションを行うなど、積極

的な販売活動を展開しました。また、生産面においても、製品の多様化に対応した設備の改造や人員

配置の見直しを行うなど、生産性の向上と省力化に努めました。

　　　以上のような施策を実施いたしましたが、清涼飲料製造事業の売上高は、７３６億円（前期比 4.0％

減）となりました。

（２）次期の見通し

　　　今後の見通しについては、政府の経済対策などの効果が期待されますが、依然として個人消費の

伸び悩みや米国景気の後退など不安材料も多く、景気の先行きにつきましては厳しい状況が続くもの

と予想されます。

　　　印刷業界においても、原材料価格の上昇や受注競争の激化が予想され、厳しい経営環境が続くもの

と思われます。

　　　そのような中、大日本印刷グループは、デジタル化、ネットワーク化、パーソナル化への対応を

積極的に進めるとともに、引き続き「事業構造改革」と「コスト構造改革」を強力に推進し、市場の

変化に迅速に対応できるよう体制の変革と徹底した効率化、合理化を進めていきます。

　　　次期は、当社グループにおいて創業１２５周年にあたる記念すべき年です。２１世紀にふさわしい

企業へと変貌を遂げることを目指し、新たな事業ビジョンを策定して、果敢に変革を進めていきます。

現段階では次期の連結売上高は、１兆４，１００億円、連結経常利益は、９３５億円、連結当期

純利益は４３０億円を見込んでいます。
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４．連 結 財 務 諸 表

【資   産   の   部】

資     産     合     計

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

その他の有形固定資産

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

投資その他の資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

その他の 流動 資産

貸 倒 引 当 金

有形固定資産

固   定   資   産

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

（

受取手形及び売掛金

現在）

 ７２１，３

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

．3．3 13．3 1

（ 単位：百万円）

科 目
当 連 結 会 計 年度 前 連 結 会 計 年度

現在） （1 2（1 3．

流   動   資   産 ４７） （  ６７０，２４６） （  ５１，１０１）

 １８７，４５９  １８６，７４７  　　  ７１２

 ４３３，４１７  ３９６，４６７  ３６，９５０

  　２，０２０   　２，４９６ △　　  ４７６

  ８５，９３１   ７７，３４０  　８，５９１

  　９，０４８   　５，８２２  　３，２２６

  　９，２７８   　８，２７５  　１，００３

△  　５，８０６ △  　６ 　１，，９０１ ０９５

（  ７６８，

 

５２４） （  ７７２，０６１） （△　３，５３７）

（ ） （  ５６１，０１７） （  ５６１，８９８） （△　　  ８８１）

 １９０，１７３  １９０，２５８ △　　  　８５

 ２３０，３１１  ２３５，７６４ △　５，４５３

 １０５，１７６  １０２，１７５  　３，００１

  　６，８７３   　７，２７７ △　　  ４０４

  ２８，４８４   ２６，４２４  　２，０６０

（ ） （   ２２，６２０） （   １９，８９４） （  　２，７２６）

  １６，８９６   １６，０２３  　　  ８７３

  　５，７２４   　３，８７１  　１，８５３

（ ） （  １８４，８８７） （  １９０，２６９） （△　５，３８２）

 １４８，７５８  １５４，１０４ △　５，３４６

  　４，８１２   　５，３８４ △　　  ５７２

  １４，３８８   １５，０６１ △　　  ６７３

  １９，８５９   ２０，７６０ △　　  ９０１

△  　２，９３０ △  　４，１１５  　１，１８５

  　　  　－　 △  　　 　　   ９２５ ９２５

  　　  　

 

－　   　９，３ ，３９９３ △　 ３

１，４８９，８７

９

１ １，４

 

８５１

 　  　　　 　　　   　

１７，７ ，１００  ３

 

減増

その他の投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

投 資 評 価 引 当 金

為 替 換 算 調 整 勘 定
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【負   債    の    部】

負     債     合     計

【少 数  株  主  持  分】

【資   本    の    部】

資     本     合     計

退 職 給 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

     及   び    資   本   合   計

少   数   株   主   持   分

      負  債 、少  数  株  主  持  分

短 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

（単位：百万円）

科 目
当 連 結 会 計 年度 前 連 結 会 計 年度

増 減
（1 3．3．3 現在）．3 11現在 3．） （1 2

（  ４３６，０９３） （  ４１７，９０４） （  １８，１８９）

 ２９５，７０７  ２９１，７５６  　３，９５１

  １６，８７０   １２，７６６  　４，１０４

  　１，１０１   　　  ８５３  　　  ２４８

  　　  　－　   １９，８９６ △１９，８９６

  ２２，２７８   ２２，４８１ △　　  ２０３

  １４，３５６   １４，３６１ △　　  　　５

  ８５，７８１   ５５ ２９，，７９１ ９９０

（   ８６，

 

０１２） （   ７７，６３７） （  　８，３７５）

  ４８，８４４   ４８，８４４  　　  　－　

  　４，４９６   　２，５０３  　１，９９３

  ３２，６０５   　　  　－　  ３２，６０５

  　　  　－　   ２５ ７

  　　  　６

△２

 　

９８５，，９８７

２３６３ △　　

 ５２

 　  ３０７  

２，１０５ ５６４２６， ４９  １５，５４

  ２ ３８，３２ ８８３ △　２

 

，１０，５１５   

 　　  　　　   　　  　　　  　　  　　　

資 本 金  １１４，４６４  １１４，４６４  　　  　－　

資 本 準 備 金  １４４，８９８  １４４

，７６

　 　，８

 ６８５ ６６

　 　－９８

４７３７  １９

△  　

，６，２８０  

 　５，６７ ６７８　 △　５

△  

，　  　－８  

　　  　　３ △  　　

，４４

　 　 　

 ９３９ ９２

　 　－　３

９５６  １３，

１，４

７５，６４１  

８９，８ ７００７１ １，４５１， ７１３８，１ 

一年以内返済長期借入金

一年以内償還転換社債

流   動   負   債

固   定   負   債

自 己 株 式

為替換算調整勘定

連 結 剰 余 金

転 換 社 債

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

その他の 流動 負債

支払手形及び買掛金
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比 較 連 結 損 益 計 算 書

（ 単位：百万円 ）

科 目
当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

増 減
（ 12.4.1～13.3.31） （ 11.4.1～12.3.31）

売 上 高 １，３４２，０３５ １，２８６，７０３  ５５，３３２

売 上 原 価 １，０９１，３８６ １，０３９，００６  ５２，３８０

売 上 総 利 益 ２５０，６４９ ２４７，６９７  　２，９５２

販売費及び一般管理費  １６４，７０８  １６１，８１１  　２，８９７

営 業 利 益   ８５，９４１   ８５，８８６  　　  　５５

営 業 外 収 益 （   １６，７３４） （   １４，２７９） （  　２，４５５）

受 取 利 息 及 び 配 当 金   　３，１０３   　２，８８２  　　  ２２１

持分法による投資利益   　　  １２８ 　　　  　１７  　　  １１１

そ の 他 の 営 業 外 収 益   １３，５０３   １１，３８０  　２，１２３

営 業 外 費 用 （   １０，３２６） （   １２，１８９） （△　１，８６３）

支 払 利 息   　１，４９９   　１，６９１ △　　  １９２

そ の 他 の 営 業 外 費 用   　８，８２７   １０，４９８ △　１，６７１

経 常 利 益   ９２，３４９   ８７，９７６  　４，３７３

特 別 利 益 （   １３，４７２） （   　９，８２３） （  　３，６４９）

固 定 資 産 売 却 益   　　  ３５３   　　  １８９  　　  １６４

投 資 有 価 証 券 売 却 益   　　  ５８７   　８，９６１ △　８，３７４

投資評価引当金取崩額   　　  ９２５   　　  　－　  　　  ９２５

退 職 給 付 信 託 設 定 益   １１，３１７   　　  　－　  １１，３１７

関 係 会 社 清 算 益   　　  ２９０   　　  ６７３ △　　  ３８３

特 別 損 失 （   ３６，７０５） （   １８，６００） （  １８，１０５）

固 定 資 産 売 除 却 損   　６，２５０   　５，１６１  　１，０８９

投 資 有 価 証 券 売 却 損   　　  １５７   　　  　６４  　　  　９３

投 資 有 価 証 券 評 価 損   　３，３４４   　４，７３８ △　１，３９４

関 係 会 社 株 式 評 価 損   　　  ９５３   　　  　－　  　　  ９５３

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損   　　  ２４８   　　  　－　  　　  ２４８

ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額   　　  ７６３   　　  　－　  　　  ７６３

退職給付引当金繰入額   ２１，４９０   　　  　－　  ２１，４９０

従 業 員 臨 時 退 職 金   　　  ６８４   　３，９８５ △　３，３０１

関 係 会 社 清 算 損   　２，８１６   　２，１２８  　　  ６８８

そ の 他 の 特 別 損 失    　　  　－　    　２，５２４ △　２，５２４

税金等調整前当期純利益   ６９，１１６   ７９，１９９ △１０，０８３

法人税、住民税及び事業税   ３７，０７７   ４０，５０９ △　３，４３２

法 人 税 等 調 整 額 △  　２，７８４ △  　２，４３５ △　　  ３４９

少 数 株 主 利 益   　１，４１４ 　　２，０９１ △　　  ６７７

当 期 純 利 益   ３３，４０９   ３９，０３４ △　 ５５，６２
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比   較   連   結   剰   余   金   計   算   書

連  結  剰  余  金  増  加  高

連  結  剰  余  金  減  少  高

当     期     純     利     益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連結の範囲変更による

役 員 賞 与

配 当 金

持分法範囲変更による

減増

（

12.4.1～13.3.31 ）

前 連 結 会 計 年 度

） （  １ ）９，４７３８７ ６６６，２６０） （

５）

（  ６８５，７

５，６２） （△　，０３４  ３９０９） （３３，４（   

 　４９　  　　　  　－９   　　  　４  　
剰 余 金 減 少 高

 　　１１ △　　　  ２３０   　　  ２３  　

 ３，６７０  －　０  　　 １

８） 　４０１

　  １３，６７

　） （  　，９  １３４９） （１３，９（   

 　  　－３  　１３　  　　 　　  　１  　
剰 余 金 増 加 高

６７  
剰 余 金 増 加 高

　１，８７　  △１，８６　   　　－　
　

５４）

連結の範囲変更による
　   　　  

　１，８７） （△１，８６（   　　１３）

００）

（   　　  

２７，０７） （  ９，２８（  ６３２８７）（  連  結  剰  余  金  期  首  残  高 ６６６，

科 目
（ 11.4.1～12.3.31（ ）

当 連 結 会 計 年 度

単 ）位：百万円
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比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　　　　　　目 当連結会計年度
（１２．４．１～１３．３．３１）

前連結会計年度
（１１．４．１～１２．３．３１）

増　　　減

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ６９，１１６ ７９，１９９ △　１０，０８３
減 価 償 却 費 ９４，３１２ ９４，５８８ △　　　　２７６
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △　　２，３８０ ８８０ △　　３，２６０
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ３２，６０５ 　　　　　　　　 － ３２，６０５
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 △　２５，９８７ △　　３，１９４ △　２２，７９３
持 分 法 投 資 利 益 △　　　　１２８ △　　　　　１７ △　　　　１１１
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ５５ ３０９ △　　　　２５４
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　３，１０３ △　　２，８０６ △　　　　２９７
支 払 利 息 １，４９９ １，６９１ △　　　　１９２
有 価 証 券 売 却 益 　　　　　　　　 － △　　３，８９７ ３，８９７
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △　　　　４３０ △　　８，８９７ ８，４６７
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３，３４４ 　　　　　　　　 － ３，３４４
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ９５３ 　　　　　　　　 － ９５３
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 ５，８９７ ４，９７２ ９２５
退職給付信託有価証券の設定額 １５，４３２ 　　　　　　　　 － １５，４３２
退 職 給 付 信 託 設 定 益 △　１１，３１７ 　　　　　　　　 － △　１１，３１７
売 上 債 権 の 増 減 額 △　３６，２６６ ８９０ △　３７，１５６
棚 卸 資 産 の 増 加 額 △　　８，４５４ △　　９，７４５ １，２９１
仕 入 債 務 の 増 減 額 ３，０３５ △　　　　６６２ ３，６９７
そ の 他 １６，５０９ １６，９２１ △　　　　４１２

小　　　　　　　　計 １５４，６９２ １７０，２３２ △　１５，５４０
従業員臨時退職金の支払額 △　　　　６８４ △　　３，９８５ ３，３０１
法 人 税 等 の 支 払 額 △　３７，２８０ △　４３，４３８ ６，１５８
営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー １１６，７２８１１６，７２８１１６，７２８１１６，７２８ １２２，８０９１２２，８０９１２２，８０９１２２，８０９ △　　６，０８１△　　６，０８１△　　６，０８１△　　６，０８１

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 投 資 の 純 増 加 額 △　３０，６４２ △　　１，２２９ △　２９，４１３
有価証券の取得による支出 △　　　　２２０ △　　　　４５４ ２３４
有価証券の売却による収入 ２７５ ５，９２７ △　　５，６５２
有形固定資産の取得による支出 △　７４，２２５ △１０９，７８９ ３５，５６４
有形固定資産の売却による収入 １，３４６ １，７３１ △　　　　３８５
投資有価証券の取得による支出 △　　７，２２５ △　１８，５１８ １１，２９３
投資有価証券の売却による収入 １，７７６ ２０，１０１ △　１８，３２５
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，１１７ ２，８２５ △　　　　７０８
そ の 他 △　１１，７６２ △　１０，６８０ △　　１，０８２
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △１１８，５６０△１１８，５６０△１１８，５６０△１１８，５６０ △１１０，０８６△１１０，０８６△１１０，０８６△１１０，０８６ △　　８，４７４△　　８，４７４△　　８，４７４△　　８，４７４

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ３，６７４ ４７４ ３，２００
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ３，７５４ ２９３ ３，４６１
長期借入金の返済による支出 △　　１，５４９ △　　１，５９４ ４５
転換社債の償還による支出 △　１９，８９６ 　　　　　　　　 － △　１９，８９６
利 息 の 支 払 額 △　　１，４９３ △　　１，６９１ １９８
配 当 金 の 支 払 額 △　１３，６６６ △　１３，６６８ ２
少数株主への配当金の支払額 △　　　　４７１ △　　　　４６１ △　　　　　１０
そ の 他 ４ △　　　　　　４ ８
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　２９，６４３△　２９，６４３△　２９，６４３△　２９，６４３ △　１６，６５１△　１６，６５１△　１６，６５１△　１６，６５１ △　１２，９９２△　１２，９９２△　１２，９９２△　１２，９９２

現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 ７３４７３４７３４７３４ △　　１，６３３△　　１，６３３△　　１，６３３△　　１，６３３ ２，３６７２，３６７２，３６７２，３６７
現金及び現金同等物の減少額現金及び現金同等物の減少額現金及び現金同等物の減少額現金及び現金同等物の減少額 △　３０，７４１△　３０，７４１△　３０，７４１△　３０，７４１ △　　５，５６１△　　５，５６１△　　５，５６１△　　５，５６１ △　２５，１８０△　２５，１８０△　２５，１８０△　２５，１８０
現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 １８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１ １９３，１２８１９３，１２８１９３，１２８１９３，１２８ △　　５，８０７△　　５，８０７△　　５，８０７△　　５，８０７
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 ４９８４９８４９８４９８ ８７８７８７８７ ４１１４１１４１１４１１
連結会社減少による現金及び現金同等物の減少額連結会社減少による現金及び現金同等物の減少額連結会社減少による現金及び現金同等物の減少額連結会社減少による現金及び現金同等物の減少額 　　　　　　　　－　　　　　　　　－　　　　　　　　－　　　　　　　　－ △　　　　３３３△　　　　３３３△　　　　３３３△　　　　３３３ ３３３３３３３３３３３３
現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 １５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８ １８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１ △　３０，２４３△　３０，２４３△　３０，２４３△　３０，２４３
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連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項

　１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

 　　（１）連 結 子 会 社          　５１社
　　　　　・主要会社名　　　北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱
　　　　　　　　　　　　　　㈱ディー･エヌ･ピー･ロジスティクス、大日本商事㈱

　　（２）持分法適用の関連会社　　９社
　・主要会社名　　　教育出版㈱

　２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　（１）連 結 の 範 囲        
　　　　　・新　　　規　　　２社　　　㈱ディー･エヌ･ピー･データテクノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱
　　　　　・除　　　外　　　な　　し

　　（２）持分法適用の範囲
　　　　　・新　　　規　　　な　　し
　　　　　・除　　　外　　　㈱イーマップ　他１社

　３．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・有 価 証 券
　　　　　　　満期保有目的債券          　　　主として償却原価法
　　　　　　　そ の 他 有 価 証 券          　　　主として移動平均法による原価法

　　　　　・棚 卸 資 産　　　　　　　　製品・仕掛品については、主として売価還元法による原価法

　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　・有 形 固 定 資 産         　　　　　主として定率法によっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を

除く)は、定額法を採用している。

　　　　　・無 形 固 定 資 産         　　　　　主として定額法によっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　　（３）重要な引当金の計上基準
 　　　　　・貸 倒 引 当 金         　　　　　主として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上している。

 
　　　　　・退 職 給付 引 当金         　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
 会計基準変更時差異（45,485 百万円）については、保有株式
による退職給付信託（15,432 百万円）を設定し、残額につい
て５年による均等額を費用処理している。数理計算上の差異
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
（主として１１年）による定率法により翌連結会計年度から
費用処理することとしている。
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 　　（４）重要なリース取引の処理方法
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
 

 　　（５）消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
 

 　４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。

　５．連結調整勘定の償却に関する事項
　　　　償却については、５年間の均等償却を行っている。

　６．利益処分項目等の取扱いに関する事項
 連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資である。

〈〈〈〈連結貸借対照表の注記連結貸借対照表の注記連結貸借対照表の注記連結貸借対照表の注記〉〉〉〉

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 809,484 百万円 753,639 百万円

２．保　証　債　務 106 百万円 65 百万円

３．受取手形割引高 1,690 百万円 1,690 百万円

４．自 己 株 式 数       2,484 株 1,483 株

〈連結損益計算書の注記〉〈連結損益計算書の注記〉〈連結損益計算書の注記〉〈連結損益計算書の注記〉

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．研 究 開 発 費 24,664 百万円 23,571 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価) (販売費及び一般管理費、売上原価)
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５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報
（１）事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位： 百万円）

印刷事業
清涼飲料
製造事業

計
消去又
は全社

連　結

Ⅰ　売　　上　　高
　　(１)外部顧客に対する売上高              1,268,415 73,620 1,342,035 - 1,342,035
　　(２)セグメント間の内部売上高
　　　　又は振替高

592 0 592 △  592 -

計 1,269,007 73,620 1,342,627 △  592 1,342,035
　　営　業　費　用 1,186,461 70,225 1,256,686 △  592 1,256,094
　　　　　営　業　利　益 82,546 3,395 85,941 0 85,941
Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的                 
　　支出
　　　資 産 1,437,308 52,650 1,489,958 △   87 1,489,871
　　　減価償却費 90,611 3,701 94,312 - 94,312
　　　資本的支出 99,352 3,698 103,050 - 103,050

前連結会計年度（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）　　　　　　　　　　（単位： 百万円）

印刷事業
清涼飲料
製造事業

計
消去又
は全社

連　結

Ⅰ　売　　上　　高
　　(１)外部顧客に対する売上高              1,210,028 76,675 1,286,703 － 1,286,703
　　(２)セグメント間の内部売上高              
　　　　又は振替高

544 － 544 △　　544 －

計 1,210,572 76,675 1,287,247 △　　544 1,286,703
　　営　業　費　用 1,130,641 70,719 1,201,360 △　　543 1,200,817
　　　　　営　業　利　益 79,931 5,956 85,887 △　　  1 85,886
Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的                 
　　支出
　　　資 産 1,389,530 52,879 1,442,409 9,291 1,451,700
　　　減価償却費 90,963 3,625 94,588 － 94,588
　　　資本的支出 115,005 4,071 119,076 － 119,076

　
（２）所在地別セグメント情報
　当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの
資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも９０％を超えているため、記載を省略して
いる。

（３）海外売上高
 　　　当連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

   　　　　合　　　計
 Ⅰ  海 外 売 上 高  140,810  百万円
 Ⅱ  連 結 売 上 高  1,342,035  百万円
 Ⅲ  連結売上高に占める海外売上高の割合  10.5  ％

 　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
 　　　　２．海外売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。
 

　　※前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、記載を省略している。
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６．６．６．６．リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前 連結会計年度
取 得 価 額 相 当 額 53,331 百万円 53,342 百万円
減価償却累計額相当額 31,108 30,950
期 末 残 高 相 当 額 22,223 22,392

　　　　　上記の金額のうち、主なものは「機械装置及び運搬具」である。

（２）未経過リース料期末残高相当額

当連結会計年度 前 連結会計年度
1　年　内 9,237 百万円 7,205 百万円
1　年　超 12,986 15,187
合　計 22,223 22,392

　
（３）支払リース料（減価償却費相当額）

当連結会計年度 前 連結会計年度
10,648 百万円 9,180 百万円

　　　　減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっている。

　　　　上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低い
ため、支払利子込み法により算定している。

２．オペレーティング・リース取引
　　　　未経過リース料

当連結会計年度 前 連結会計年度
1　年　内 323 百万円 286 百万円
1　年　超 665 644
合　計 988 930
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７．７．７．７．有 価 証 券有 価 証 券有 価 証 券有 価 証 券

　当連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）
　　１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　　　　該当なし

　　２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超

その他の債券 2,020 3,038 14,000 －

　前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 単位：百万円 ）

前連結会計年度（１２．３．３１　現 在）
種　　類 貸 借 対 照 表

計 上 額
時　　　価 評 価 損 益

(１)流動資産に属するもの
株　　　　　式 921 1,150 229
債　　　　　券 － － －
小　　　　　計 921 1,150 229

(２)固定資産に属するもの
株　　　　　式 116,561 164,113 47,552
債　　　　　券 2,011 2,011 －
小　　　　　計 118,572 166,124 47,552
合　　　　　計 119,493 167,274 47,781

　　（注）１．時価等の算定方法
（１）上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格
（２）店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等
（３）非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格
（４）非 上 場 債 券 日本証券業協会が発表する公社債

店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還
期間等を勘案して算定した価格等

　　２．開示対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額

種　　　　　　　　類 前連結会計年度
（１２．３．３１ 現 在）

流動資産に属するもの 百万円
　残存償還期間が一年以内の非上場債券 275
　クローズド期間内の短期公社債投資信託の受益証券 1,300
固定資産に属するもの 百万円
　非上場株式〈店頭売買株式を除く〉 18,432
　クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 213
　非上場外国債券 16,858
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８．デ８．デ８．デ８．デ    リリリリ    ババババ    テテテテ    ィィィィ    ブブブブ    取取取取    引引引引

　当連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

　　　通 貨 関 連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：百万円 ）
当連結会計年度（１３．３．３１　現　在）
契　　約　　額　　等

区
　
分

種　　類
うち １ 年 超

時　　価 評 価 損 益

為替予約取引

売　　　建

　米 ド ル 12,254 　　－ 13,074 △  820

　ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ 4 　　－ 5 △　　1

買　　　建

　米 ド ル 57 　　－ 58 1

市
場
取
引
以
外
の
取
引

合　　　計 　　－ 　　－ 　　－ △  820

　　（注）１．時価の算定方法
　　　　　　　先物為替相場によっている。
　　　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

　前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

　　　通 貨 関 連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単位：百万円 ）
前連結会計年度（１２．３．３１　現  在）
契　　約　　額　　等

区
　
分

種　　類
うち １ 年 超

時　　価 評 価 損 益

為替予約取引

売　　　建

　米 ド ル 656 　　－ 651 5

　ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ 62 　　－ 61 1

買　　　建

　米 ド ル 140 　　－ 137 △　　3

市
場
取
引
以
外
の
取
引 　香港ドル 7 　　－ 7 0

合　　　計 　　－ 　　－ 　　－ 3

　　（注）１．時価の算定方法
　　　　　　　先物為替相場によっている。
　　　　　　
　　　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における

円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当該円貨
額で表示されているもの及び当該円貨額により連結手続上相殺消去されたものに
ついては、開示の対象から除いている。
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９．退　職　給　付９．退　職　給　付９．退　職　給　付９．退　職　給　付

（１）退職給付債務に関する事項（平成１３年３月３１日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

イ．退職給付債務 △　１８６，５９３

ロ．年金資産 １０６，４９４

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △　　８０，０９９

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ２４，２３２

ホ．未認識数理計算上の差異 ２３，２８５

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △　　３２，５８２

ト．前払年金費用 ２３

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △　　３２，６０５

（２）退職給付費用に関する事項（自平成１２年４月１日　至平成１３年３月３１日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

イ．勤務費用 ７，８７９

ロ．利息費用 ５，８１８

ハ．期待運用収益 △　　　３，７９９

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ６，０５７

ホ．退職給付信託償却額 １５，４３３

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） ３１，３８８

（３）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割　　　引　　　率 ３．５％

ハ．期 待運用収益率         主として　３．４％
ニ．数理計算上の差異の処理年数              主として　１１年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年
数による定率法）

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年
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平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 18日

上   場   会   社   名    大  日  本  印  刷  株  式  会  社 上場取引所 東 大 名

コード番号    7912 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　山田　雅義 TEL (03) 5225 - 8080
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 18日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績   （百万円未満の端数は切り捨てて表示しています。）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 1,162,403 4.4 48,023 △ 13.2 70,461 △ 12.5

12年  3月期 1,113,137 1.3 55,323 △ 13.0 80,528 △ 4.8

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 29,544 △ 32.0 38.90 38.51 3.4 5.6 6.1

12年  3月期 43,439 △ 3.2 57.20 56.06 5.1 6.4 7.2

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   759,480,693 株　　　12年  3月期   759,480,693 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 18.00 9.00 9.00 13,670 46.3 1.5

12年  3月期 18.00 9.00 9.00 13,670 31.5 1.6

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　- 円   - 銭 、　特別配当　- 円   - 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 1,288,135 889,447 69.0 1,171.13

12年  3月期 1,243,061 873,763 70.3 1,150.47

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      759,480,693　株　　　12年  3月期      759,480,693株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 585,000 36,500 18,000 9.00 － －

通　　期 1,210,000 71,500 35,500 － 9.00 18.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     46 円 74 銭 



１．１．１．１．経　営　成　績経　営　成　績経　営　成　績経　営　成　績
（１）当期及び次期の業績の概況

　　　当期のわが国経済は、企業収益や設備投資など、一部の指標に明るさが見えたものの、個人消費の

低迷や米国経済の減速などの影響から、景気回復のテンポは鈍く、年明け以降は停滞感が強まって

きました。

　　　このような情勢のもと、当社は積極的な営業活動を展開するとともに、「事業構造改革」「コスト

構造改革」の２つの改革に取組みましたが、企業間の競争激化による受注単価の下落や用紙価格の

高騰などの影響を受け、経営環境は非常に厳しいものとなりました。

　　　その結果、当期の売上高は、1 兆１，６２４億円（前期比　4.4％増）、経常利益は、７０４億円

（前期比　12.5％減）となりました。退職給付会計基準適用による変更時差異の費用処理（２０４億

円）により、当期純利益は２９５億円（前期比　32.0％減）となりました。

　　情報メディア部門　　情報メディア部門　　情報メディア部門　　情報メディア部門（売上高　6,359億円、前期比　3.8％増）

　　　書籍・定期刊行物関連は、引き続き出版市場低迷の影響を受け、書籍は一般書籍、文庫、コミック

本ともに不振で、定期刊行物についても、週刊誌、月刊誌が減少し、全体としては前年をわずかに

下回りました。

　　　商業印刷物関連は、通販カタログが減少しましたが、ＰＯＰ、プレミアムなどの販促物が好調

だったほか、パンフレット、チラシについても増加するなど全体として好調に推移しました。

　　　ビジネスフォーム関連は、証券類が大幅に増加し、パーソナルメールなどのＩＰＳについても好調

に推移しましたが、事務機器関係やクレジットカードが減少し、全体では前年を下回りました。

　　　　　　　　生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門                                （売上高　3,078 億円、前期比　2.9％増）

　　　包装関連は、飲料用大型無菌充填システムの販売のほかに、シュリンクフィルムなどの軟包装が

好調で、紙器も菓子用包材や飲料用の液体紙容器が増加し、ラーメン・スナック用の紙カップの減少

を補い、全体として順調に推移しました。

　　　建材関連は、住宅部材の環境配慮製品への切替が進むなか、住宅需要の減少と化粧鋼板や輸出製品

の不振から前年を下回りました。

　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門（売上高　2,185億円、前期比　8.4％増）

　　　エレクトロニクス関連は、シャドウマスクが期後半に在庫調整の影響を受け低調でしたが、カラー

フィルター、プロジェクションスクリーン、フォトマスクが大幅に増加し、全体として好調に推移し

ました。

　　　情報記録材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンが微減となりましたが、カラープリンター

用インクリボンは証明写真用などが増加し、全体としては堅調に推移しました。
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（２）次期の見通し

　　　今後の見通しについては、政府の経済対策などの効果が期待されますが、依然として個人消費の

伸び悩みや米国景気の後退など不安材料も多く、景気の先行きにつきましては厳しい状況が続くもの

と予想されます。

　　　印刷業界においても、原材料価格の上昇や受注競争の激化が予想され、厳しい経営環境が続くもの

と思われます。

　　　そのような中、当社は、デジタル化、ネットワーク化、パーソナル化への対応を積極的に進めると

ともに、引き続き「事業構造改革」と「コスト構造改革」を強力に推進し、市場の変化に迅速に対応

できるよう体制の変革と徹底した効率化、合理化を進めていきます。

　　　次期は、当社において創業１２５周年にあたる記念すべき年です。２１世紀にふさわしい企業へと

変貌を遂げることを目指し、新たな事業ビジョンを策定して、果敢に企業変革をすすめていきます。

　　　現段階では次期の売上高は、１兆２，１００億円、経常利益は、７１５億円、当期純利益は３５５

億円を見込んでいます。

　部門別売上高の推移

当　　　　　期
　自12.4. 1

前　　　　　期
　自11.4. 1 増　　　　　減

　　　期　　　別

部 門 別
　至13.3.31 構成比 　至12.3.31 構成比 金　　　額 率

情 報 メ デ ィ ア
百万円

６３５，９４１
％
54.7

百万円
６１２，３８９

％
55.0

百万円
２３，５５２

％
3.8

生 活 構 材 ３０７，８９７ 26.5 ２９９，１０２ 26.9 ８，７９５ 2.9

情 報 電 子 部 材 ２１８，５６４ 18.8 ２０１，６４４ 18.1 １６，９２０ 8.4

合       計 １，１６２，４０３ 100.0 １，１１３，１３７ 100.0 ４９，２６６ 4.4
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（有 形 固 定 資 産）

（無 形 固 定 資 産）

（投        資        等）

資        産        合        計

( ) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円

保 証 債 務 百万円 百万円

受 取 手 形 割 引 高 百万円 百万円

２．個  別  財  務  諸  表

流   動   資   産

【 資  産  の  部 】
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２
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２
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４
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０
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０
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負        債        合        計

資        本        合        計

負   債 ・ 資   本   合   計

固定資産圧縮積立金

海外投資等損失準備金

資      本      金

剰      余      金

　 法  定  準  備  金

固   定   負   債

【 資  本  の  部 】

【 負  債  の  部 】

前 期
増 減科 目

当 期

在）3 1現

０７４ ４５，，０６１，２４３１３５ １

６８４

１，２８８，

 １５，，７６３ ８７３

５

 ８８９，４４７

３，８９３９ △１

５

[うち当期純利益]   ２９，５４４

４，０７０７ △１４５，０３２   

０００

当 期 未 処 分 利 益   ３０，９

 ２８，，７８０ ５４７

４

別 途 積 立 金  ５７５，７８０

　  　　８０ △　　　  １７６   

　　１

  　　  １

 　　   　１０  　　

９

  　　  　１１

　  ３６２４  　　　  ２９３   

９０）

特 別 償 却 準 備 金   　　  ５

１４，２４） （  ３，２０（  ５９４９４）

４

（  ６０７，

９９ ９，３６  　

９

２

－

１

８

８

２

６

８

９  １４

１

４

，１０   

　－　

利 益 準 備 金   ２２，５

 　　  ，８９８

）

資 本 準 備 金  １４４，８ ８

９，３ ４（  　１０９４）１６６，８） （  ７，４

４

３

９

　－

 　

　

（  １６

　　  １４（  ，４６４ １

　

 １１４，４ ４ （

　 　　　  　　　  　　　   

３ ０

  　　  　

９  ２９，，２ ７

 

４

 

５

５

２

８

３  

８  

　　  

３６９

　 　　 　 

 ３９８，６ ７

　　　  　　　

１ １

  　　  　

△１３，，１３１ １３

３９，６　　  

退 職 給 与 引 当 金   　　  　 　－

 －　  １

７

７

－　

２

４

退 職 給 付 引 当 金   １

 　

９，６ 　

４  　　，４ ８４ ４８転 換 社 債   ４８，８ ４

９

６

８

６

９

５

７ ６

 　　

１６，５５） （

１

）　 １，９

２

０

４

（  

 　

９  

 

７

１

４ ７）

　　　

（   ６８，

 　　  　 　　

　  ７５  　

  　　  　　

２， ６

０

７

３

４２

その他の流動負債   　２，５

 

 　１，７

，

，２

９

５

６

３ △　

９ △　

６

０ 　

６　  ２

９ ５設備関係支払手形   １

４

０，８ ５  　７

 

８

 

６ ４　４，６

　７，賞 与 引 当 金   　７，２

 ，０ ５  １

８

未 払 費 用   ２０，６ ９

１１７，３  

５９，，１ ６  ６

未 払 法 人 税 等   １６，０

 １１７

６９，８６ △１１

未 払 金   ３６，６ ２６

９，８　   

，，７ １ １ ７

１年内償還転換社債   　　  　

 １６６

１　  　３  　

買 掛 金  １８３，０ ８

５３，０４   

８，８２） （  ）

支 払 手 形   ５３，０

２２７，３（  ３０２ ０）３３０， ０（  流   動   負   債

．1 2．3現在） （3．3 1

）（ 単位 百万円

） ）

[ ]

（1 3．

[ [] ]  ４３，４

（ ）

：
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【経  常  損  益  の  部】

【特  別  損  益  の  部】

期
増

）12.4.1～13.3.31 11.4.1～12.3.31）

当

（

期 前
減

厚生年金基金特例掛金負担額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

販売費及び一般管理費

受取利息及び配当金

その他の営業外収益

支 払 利 息

支払利息及び割引料

その他の営業外費用

当 期 純 利 益

従 業 員 臨 時 退 職 金

ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額

退職給付引当金繰入額

関 係 会 社 清 算 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

税 引 前 当 期 純 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

特 別 損 失

固定資産売却損及び除却損

投資評価引当金取崩額

関 係 会 社 清 算 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

退 職 給 付 信 託 設 定 益

経 常 利 益

売 上 原 価

営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高
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９

０
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これを次の通り処分します。

．

．

．利益配当金は、自己株式２，４８４株を除いております。

科

１

　

　 

　

　

　

　

　

１

１

　

－

　

　

０

０

　

 

０

　

　

０

　

　

 

，

 

 

 

 

　 

 

，

　

　

　

　

　

４

　

　

　

　

４

　

１

　

　

１

　

　

　

 

 

 

（ ９

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

４

 

 

 

 

 

 

　

　

　

　

２

　

 

　

５

，６

　

０

　

円

，

 

，

 

８

　

　

８ ０

　

　

０

１

 

，

３

８

銭

９

８

０

３５

０

９

 １７ ０

６

４ ９１

９０

２

０

　

　

１

７  

つ

海外投資等損失準備金

固 定 資 産圧 縮積 立金 １

　 ０

 

 

取 締 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

 

）

 

利 益 準 備 金

　固定資産圧縮積立金取崩額

 計  

３  

当
目

当 期 未 処 分 利 益

　

　 　

　

　

０

　

　 　

６

円９

 　

２

１

　

１

　  ２

４

　

０

 

 

３

 

 　

（

 　

１

 

 ７

 

８

０

，

　２

，０５

）円万

５７

減

４

０

７

０

５

０

比 較 利 益 処 分 案

－

１

１

３

　

　

百位

）

3

　 　

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益   ９

４ ０

　

　

2

 

０

３，０

 

１

１

０

△

△

△

４

△

 

　

９

５

銭

０

８

(注） 1

　

，

　

０ 

１

　

６

　

　

１

３  　４

３５

２

５０５

，００７ ，

  

：

 

単（

（

５

０

００

９

 　 

特別償却準備金取崩額

利 益 配 当 金

（ 1

 

 

に ）

増
（12.4.1～13.3.31） ）

期 前 期

11.4.1～12.3.31

 

△

△

６

 １

，９０

平成１２年１２月８日に６，８３５百万円（１株につき９円００銭）の中間
配当を実施いたしました。

特別償却準備金、固定資産圧縮積立金の各取崩額及び特別償却準備金、海外
投資等損失準備金、固定資産圧縮積立金の各積立額は租税特別措置法の規定
に基づくものであります。

 

 

き株
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財務諸表作成のための基本となる事項財務諸表作成のための基本となる事項財務諸表作成のための基本となる事項財務諸表作成のための基本となる事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満 期 保 有 目 的 債 券 償却原価法
（２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（３）そ の 他 有 価 証 券 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）商 品 個別法による原価法
（２）製 　 品 、 仕 掛 品 売価還元法による原価法
（３）原 材 料 移動平均法による原価法
（４）貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

３．デ リ バ テ ィ ブ の 評 価 基 準　　 時 価 法

４．固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法
（１）有 形 固 定 資 産 定 率 法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く。）については、定額法を採用している。
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産について
は、３年間で均等償却する方法を採用している。

（２）無 形 固 定 資 産 定 額 法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

５．引 当 金 の 計 上 基 準
（１）貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上している。

（２）賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額に基づき計上している。

（３）退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
なお、会計基準変更時差異（40,701 百万円）については、
保有株式による退職給付信託（15,432 百万円）を設定し、
残額については５年による按分額を特別損失に計上して
いる。

６．リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消 費 税 等 の 会 計 処 理 税抜方式によっている。
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３．３．３．３．リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引リ ー ス 取 引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 前 期
取 得 価 額 相 当 額 18,910 百万円 23,476 百万円

減価償却累計額相当額 12,462 14,426

期 末 残 高 相 当 額 6,447 9,050

　　　　　上記の金額のうち、主なものは「機械及び装置」である。

（２） 未経過リース料期末残高相当額

当 期 前 期

1　年　内 2,938 百万円 3,215 百万円

1　年　超 3,508 5,834

合　　計 6,447 9,050

　

（３） 支払リース料（減価償却費相当額）

当 期 前 期

3,306 百万円 3,791 百万円

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっている。

上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。

２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

当 期 前 期

1　年　内 35 百万円 32 百万円

1　年　超 5 18

合　　計 40 51
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４．４．４．４．役員の異動役員の異動役員の異動役員の異動（６月２８日付）（６月２８日付）（６月２８日付）（６月２８日付）

（１）新任取締役候補

　　　　栂　野　行　男　（当社　ビジネスフォーム事業部副事業部長）

　　　　井　上　潤次郎　（当社　購買本部長）

　　　　広　木　一　正　（当社　包装事業部第２担当事業部長）

　　　　黒　田　雄次郎　（当社　管理部長）

　　　　西　村　達　也　（当社　東北事業部長）

　　　　北　島　義　斉　（当社　市谷事業部副事業部長）

（２）退任予定取締役

　　　　専務取締役　 佐　藤　通　次　（当社　特別顧問に就任）

　　　　専務取締役　 岡　内　実　生　（当社　常任監査役に就任予定）

　　　　常務取締役　 平　林　浩　介　（当社　顧問に就任）

　　　　常務取締役　 佐　藤　光　佑　（当社　顧問に就任）

　　　　取　締　役　 津　野　良　平　（株式会社ディー・スクエア社長に就任予定）

（３）昇任予定取締役

　　　　専務取締役　 鈴　木　　　實　（常務取締役）

　　　　専務取締役　 猿　渡　　　智　（常務取締役）

　　　　専務取締役　 山　田　雅　義　（常務取締役）

　　　　常務取締役　 土　田　　　修　（取　締　役）

　　　　常務取締役　 中　村　憲　昭　（取　締　役）

　　　　常務取締役　 吉　野　晃　臣　（取　締　役）

（４）新任監査役候補

　　　　常任監査役（常勤）　岡　内　実　生　（当社　専務取締役）

（５）退任予定監査役

　　　　常任監査役（常勤）　高　橋　定　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
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